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1. 事業概要： 背景・目的 1/2

本事業の背景

1対多運航とは、操縦者対機体の比率が
1対1を超える運航を指す。

物流の2024年問題や労働人口減少等の社会
問題の解決に向け、ドローンの利活用が期
待される中、運航にかかる人件費がボトル
ネックになっており、1対多運航によるコス
ト圧縮により解決が期待される。

物流観点では、操縦者対機体の比率＝1:20
前後が損益分岐点と試算※1。
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本事業の目的

国内事業者の1対多運航を伴うドローンサービス社会実装の促進に資する情報の提供
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1. 事業概要： 背景・目的 2/2

米国テキサス州北部のダラス・フォートワース複合都市圏（人口約770万人）では、
ウォルマートが人口の7割をカバーするドローン配送を実現しようとしている。

4
出所： Walmart Press Center 2024年1月9日

https://corporate.walmart.com/news/2024/01/09/sky-high-ambitions-walmart-to-make-largest-drone-delivery-expansion-of-any-us-retailer/press-center



1. 事業概要： 目標
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国内におけるドローンの1対多運航事例集
（主にカテゴリⅡを想定した低リスクな運航）
の取りまとめ

海外法規制調査結果を踏まえた国内における
1対多運航において求められると推察される要件
（主にカテゴリⅢを想定した中リスクな運航）
の取りまとめ

本事業の目標（2024年度末まで）

本事業で作成する「事例集・調査レポート」は、無人航空機の1対多運航の機体・シ
ステム、運航者、操縦者に求められると想定される対応を取りまとめるため、1対多
運航の機体開発や運航に取り組む組織の要件検討や航空局への申請に際して参考と
なる。
また、海外の有識者にも意見ヒアリングしながら作成する予定であり、欧米の法規
制とも整合した事例集・調査レポートとすることで、欧米の制度を視野に入れた事
業者の取り組みの参考となる。

本事業のインパクト

国内におけるドローンの1対多運航事例集
（主にカテゴリーⅡ※1を想定した低リスクな運航）
の取りまとめ

海外法規制調査結果を踏まえた国内における
1対多運航において求められると推察される要件
（主にカテゴリーⅢ※１を想定した中リスクな運航）
の取りまとめ

操縦者と機体の比率

~1:5

（低リスク）

1:5〜1:20

（高リスク）

飛
行
カ
テ
ゴ
リ
ー

Ⅱ 国内事例集

Ⅲ
海外調査

レポート

※1 カテゴリーⅡ：無人航空機の飛行経路下において第三者の立入を制限した上で行う飛行（第三者の上空を飛行しない）
カテゴリーⅢ：は第三者の立入を制限せず行う飛行（第三者の上空で目視外飛行等の特定飛行を行う）



1. 事業概要：実施内容

①事例調査、②関係者調整、③勉強会、 ④事例集・調査レポート作成を実施
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①事例調査 ②関係者調整

④事例集・調査レポート作成 ③勉強会の実施

• 国内外事例調査結果
• ①(4)事業の実証データ

• 現行制度の取り纏め結果
• 1対多運航の将来の法規

制の在り方取り纏め結果

• 1対多運航事例
• ConOps等策定項目
• 国内実証取り纏め結果
• 勉強会実施結果



2. これまでの取組： ①事例調査

海外では、少なくとも9社が1対多運航を行っており、国内では6社が1対多運航の実績を有し
ている。
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項目 カテゴリ
実施対象事業者
（商業飛行）

海外事業者

物流 Zipline

物流 Wing

物流 UPS Flight Forward

物流 Swoop Aero

物流 Manna

物流 DroneUp

物流 Wingcopter

物流 ST Engineering

物流・点検 HHLA

項目 カテゴリ 実施対象事業者

国内事業者

物流 楽天グループ

警備 KDDI

物流 JAL

物流
イームズロボティク
ス

物流 そらいいな

点検 NTTデータ



2. これまでの取組： ①事例調査
海外では、関係機関とのホットライン、ADS-B ※1、機上の音波センサー、といった
DAA技術※2を用いることで補助者なしの目視外有人地帯上空飛行・1対多運航を実
現している。
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戦略的コンフリクト管理
（飛行前）※3

侵入者の認知と離隔
（飛行中）※3

衝突回避
（飛行中）※3

イ
メ
ー
ジ
図

利
用
技
術

• 一連の小型マイクロフォン
とオンボードプロセッサによ
る反響検知システム

性
能

• 360度、最大2㎞の範囲
を検知

※1 ADS-B：航空機が絶えず自分の位置や高度の情報を発信するシステム。航空機の航空機器や地上インフラで連携し、
正確な監視を可能とする。

※2 DAA：Detect and Avoid（衝突回避機能）
※3 出典：ICAO、” Global Air Traffic Management Operational Concept” 、2-11

音波等を利用したDAAADS-B等を利用したDAA衝突リスク情報の事前収集

回
避
方
法

• 有人機が近づいていること
を検知した場合、機体側
が自動で回避を行う

• 飛行禁止エリアを設定す
ると、機体が回避、着陸、
帰還を自動で選択

事業者

関係機関

回
避
方
法

• 飛行計画の連絡（ホット
ライン・NOTAM・メール
等）を受けた場合、PIC
は運航エリアでの飛行を
制限

ホットライン

NOTAM

メール

※出典：Zipline、
” Using Sound to Unlock 
Instant Logistics at Scale”

https://www.flyzipline.com/detect-and-avoid
https://www.flyzipline.com/detect-and-avoid


2. これまでの取組： ②関係者調整 1/2
航空局様と型式証明の要件の緩和や、操縦者の訓練・テスト、衝突回避の手段と
いった1対多運航を実現する上で重要な論点について協議している。

日米のギャップ

①19110 C&Ls 2※1：型式証明に関す
る緩和

米国では型式証明手続きが完了していない状態
で、特定エリア内のPart 135※2飛行許可を与え
ている

②19111B C&Ls 75：DAA使用時の
VOの役割軽減

米国ではDAA利用時にVOの空中リスク監視義
務・常時通信義務を免除している

③19111B C&Ls 87, 88：操縦者の訓
練・テスト

米国では各事業者固有の訓練・テストプログラム
に対しFAAが審査・承認を行っている

論点

◼ 以下の3観点で要件検討が必要ではないか

⚫ 要件の緩和

- 申請者が自己判断した安全基準に基づき蓄積された
データを型式認証申請に使用可能にする

⚫ 要件の具体化

- 海外で蓄積されたデータ使用を許容すると明記する

⚫ 要件のパターン化

- 型式認証変更時の対象範囲のパターン化といった、米
国で運用されている仕組みを設ける

◼ DAA機能を有する機体・システムを利用した運
航では、空中リスクのケアが十分になされているも
のとみなすことが必要ではないか

◼ 申請者が独自に用意する訓練・テストプログラム
に対して航空局様がその内容を承認する仕組み
を設けることが必要ではないか
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※1 現在FAAは5社に対し、Part135 exemption を付与し、ドローン配送をはじめ（※2参照）とする商業運航を認可している。
表記はそのExemption 番号である。

※2 Part 135は、無人航空機が視界外（BVLOS）で他者の財産を報酬と引き換えに運搬するための唯一の制度である。
Part135がないとドローン配送のような事業を行うことは現状難しい。



2. これまでの取組： ②関係者調整 2/2

航空局様と型式証明緩和や、操縦者の訓練・テスト、衝突回避の手段といった1対
多運航を実現する上で重要な論点について協議している。
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④19111B C&Ls 56：1対多運航の検
証テスト

米国では1対多運航の比率引き上げの際、FAA
が必要とした場合には検証テストを行っている

⑤19111B C&Ls 41：衝突回避
(ADS-B搭載) 

米国では衝突回避の要求に対し、各事業者が
ADS-Bを用いた対策を講じている

⑥Part 135：オペレータ認証

米国ではオペレータが認証付与の対象となってい
る

◼ 1対多運航の検証テストを行うようにすることが必
要ではないか

- 過去に同様のパイロット:機体比率での飛行
実績がない場合に実施

◼ ADS-Bの普及が米国のように進んでいない状況を鑑
み、以下の戦術的・戦略的対策が必要ではないか

⚫ 戦術的対策：米国で承認されているDAA機能と同等
水準の機能の具備することで有効な空中での衝突
回避手段を講じているとみなす

⚫ 戦略的対策：FOSTER-Copilotによりドクターヘリを
確認し、その他関係者とのホットラインを設ける
ことを有効な空中での衝突回避手段と認める

◼ 航空局Webサイトに指定事業者として掲載し、
類似する申請を他エリアで行う際に審査の簡略
化を行うことが必要ではないか

- カテⅢの承認取得実績があることが前提

- 業界団体等の検査によって組織的な安全対
策を行っている（ICAO SMSを想定）事業
者を選定

日米のギャップ 論点



2. これまでの取組： ③勉強会の実施

経済産業省様、NEDO様、研究開発項目①(4)の実施者様等と、1対多運航の実現に
向けて海外の事例や国内実証での課題・解決方法を共有している。

11

第6回

• 前年度の内容振り返り

• 航空局様との議論、海外事業者ヒアリングの想定内容共有

• １対多運航特有のハザードとその対策

第7回

• 航空局様との議論結果共有

• 本年度実証に向けた航空局様への説明事項案共有

• NASA ｍ:N WG, SORA M2 MoC等の情報共有

第8回

• 航空局様ヒアリング内容共有

• ①(4)事業者実証計画共有

• 米国BVLOS承認の要点共有

• 日欧豪の現行制度比較の共有

第9回

• 事例集ドラフト版の説明

• ①(4)事業者様の飛行申請状況等共有

• 海外事業者現地調査結果の共有

第10回

• 事例集・調査レポートの進捗共有

• 米国の飛行申請承認に関連した航空局様と議論予定の内容
共有

• ①(4)事業者様の実証報告

2023年度勉強会の概要参加者

◼ 経済産業省様
◼ NEDO様
◼ 楽天グループ様
◼ KDDI様
◼ 日本航空様
◼ イームズロボティクス様
◼ 東京大学様

以下のメンバーは一部参加
◼ IPA デジタルアーキテク

チャ・デザインセンター
（DADC）様

◼ 三菱総合研究所様



2. これまでの取組： ③勉強会の実施

米国で具体化された自動・自律化した目視外飛行の要件（BVLOS Exemption）につ
いて説明会を行い、調査結果を広く共有する活動も実施している。
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説明会資料の抜粋

説明会の動画、

資料はこちら

https://reamo.nedo.go.jp/topics/1571


2. これまでの取組：④事例集・調査レポート作成

国内事例集ではReAMo①(4)の事例を中心に1対多運航を実施する際の示唆を導出。
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国内事例集の目次 事例集作成目的と要旨

目
的

• 国内ですでに1対多運航の実証を行っ
ている事業者の申請資料、添付・補足
資料、航空局との調整内容、参考情報
等を取りまとめることで後続事業者の
申請円滑化を目的としたもの

要
旨

• 掲載した事例では、カテゴリーⅡの飛
行申請において1対多運航を理由とす
る追加の安全対策は要求されていない。

• 一方、より自動化された機体による目
視外且つ1対多運航でどのような要件
が課されるかは、今後の重要な検討事
項となる。

1. 一般項目

2. 1対多運航事例紹介

2.1. 楽天グループ事例

2.1.1 事例概要

2.1.2. 必要書類とその記載内容

2.1.3 申請添付書類とその記載内容

2.1.4. 航空局との調整事項

2.1.5. 航空局申請外の情報

2.2. KDDI事例

2.3. 日本航空事例

2.4. イームズロボティクス事例

2.5. そらいいな事例

2.6. NTTデータ事例

3. 事例から見る考察

3.1. 機体・システム

3.2. 操縦者

3.3. 体制



2. これまでの取組：④事例集・調査レポート作成

海外調査レポートでは、海外法制度、海外事例を取り上げ、1対多運航特有の要件
と認められる米国のExemptionと日本の法制度の比較を行い追加要件を考察。
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海外調査レポートの目次 海外調査レポート作成目的と要旨

目
的

• 国内事業者が日本の制度に則りカテゴ
リーⅢや多数機（20機程度）の1対多
運航といった高度な運航を実施しよう
とする際に遵守するべき要件を特定す
る。

• 海外制度、先進事例・議論を共有する
ことにより、国内プレイヤーによる申
請円滑化を目指す。

要
旨

• 各国の制度を見ると、米国で2023年
に承認されたBVLOSを含む
Exemptionが1対多運航に関する最も
具体的な要件である。

• よって本書では、特に米国と日本の制
度を詳細に比較している。比較の結果、
機体・システム、操縦者、体制それぞ
れについて米国では追加的な要件を課
していることが分かった。

1. 一般項目

2. 日本における1対多運航の扱い

3. 海外制度における1対多運航の扱い

3.1. 米国

3.2. 欧州

3.3. カナダ

3.4. 豪州

4. 海外における1対多運航事例

4.1. 米国代表事例にみるC&Ls重要項目

4.2. 海外事例概要

4.3. 海外事例の機体・システム

4.4. 海外事例の操縦者

4.5. 海外事例の体制

5. 1対多運航の議論

5.1. 米国における1対多運航の議論

5.2. 欧州における1対多運航の議論

5.3 国際団体における1対多運航の議論

6. 海外と日本の制度比較（一部次年度対応）

7. 国内事業者の意見（次年度対応）



3. 今後の取組

今後新たに公開される米国Part 108案や国内外事例から国内の法規制や運航者とし
ての課題・解決策を具体化していく。
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事例集

調査
レポート

インプット アウトプット

•国内の1対多事例概要
•事例における提出書類
•事例からみる考察 等

•国内と海外の事例からみる
法規制の差分
•国内と海外の事例からみる
事業者に必要なケイパビリティ
の差分

•海外の1対多事例概要
•海外の1対多関連法規
•海外の1対多議論 等

ReAMo内
国内事業者

ReAMo外
国内事業者

海外事業者

国際団体・
規制当局

•1対多運航制度情報
(特に米Part 108, 
JARUS SORA 3.0は
既存の国内制度にも
関係しており、影響大)

•1対多運航事例情報
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